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本研究では長野県長野市鬼無里を対象に，中山間地域に適した抑制行動促進策の検討を目的として，個

人の自主的なCO2排出抑制行動について分析した．分析にあたり鬼無里の地域社会構造も捉えた個人の

CO2排出抑制行動モデルを構築し，個人が他者とコミュニケーションをとり行動を変化させていく過程を

シミュレーションした．その結果，「自家用車利用からバス利用への転換」と「家庭における取り組み」

の2つの排出抑制行動について，コミュニケーションによる行動する楽しさや仲間意識の共有が，促進に

有効であることが得られた． 
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1. はじめに 

 

近年，日本のCO2排出量は増加している．部門別にみ

ると，運輸部門では，低公害車の普及や自家用貨物車か

ら営業貨物車への転換により，減少傾向にあるが，排出

量の半数を自家用車が占めている．また，排出量自体は

少ないものの，家庭部門において排出量は増加傾向にあ

る．そのため，自家用車も含めた家庭における個人の排

出量抑制が必要といえる． 

そこで，政府が「チャレンジ25」という取組みを展開

しているほか，地域の取組みもなされている．長野県で

は，市民団体，地域企業，大学，行政機関等が協働して

「自然エネルギー信州ネット」という組織が地球温暖化

防止や化石燃料等に頼らないエネルギーの地産地消を目

指した活動を行っている．より地域に根ざした活動とし

て，長野県長野市鬼無里の事例が挙げられる．鬼無里は

長野市北西部に位置する中山間地域で，住民の多くが70

歳以上であるものの，自家用車利用が多くバスの利用者

が少ないという現状がある．そこで，「NPO法人まめっ

てぇ鬼無里」では，脱温暖化を柱に中山間地域の化石燃

料依存社会からの脱却を図り，環境に優しい移動手段と

交通弱者の生活の質確保を目指した研究開発プロジェク

トを始めている． 

本研究では，中山間地域に適した効果的なCO2排出抑

制行動促進策の検討を目的として， 長野県長野市鬼無

里を対象に，個人がいかに自主的にCO2排出抑制行動す

るかを分析する．ここで，自主的なCO2排出抑制行動と

は，家庭でできるCO2排出量を抑制する行動と，自家用

車利用からバス利用への転換とする． 

個人がいかに自主的にCO2排出抑制行動をするかを分

析するにあたり，個人は他者の行動により影響を受け行

動するかしないかを意思決定すると考えられるため，鬼

無里の地域社会構造も捉えた，個人のCO2排出抑制行動

モデルを構築する．そして一時点だけでなく，鬼無里の

地域社会の中で個人が他者とコミュニケーションをとり，

行動を変化させていく過程をシミュレーションし，より

現実に近い個人の意思決定過程の分析を試みる．これら

の分析を行うことで，中山間地域に適した効果的なCO2

排出抑制行動促進策を検討する． 

 

2. 本研究の位置付け 

 

本章では，自主的な行動変容を分析するにあたり，自

発的な行動変容を促す方法と，環境配慮行動に関する既

往研究を整理し，本研究の位置づけを示す．  

自発的な行動変容を導く方法として，藤井 1)は「コミ
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ュニケーション」を挙げている．MMにおける代表的な

コミュニケーション施策の「トラベル・フィードバッ

ク・プログラム(以下，TFP)」などのコミュニケーショ

ン施策による行動変容が示されている．より日常的なコ

ミュニケーションとしては，住民同士の会話が挙げられ

る．そこで，住民同士の会話というコミュニケーション

による自主的な行動変容について検討が必要である。そ

こで，どのように行動変容されていくかの検討にあたり，

進化ゲーム理論が考えらえる．大浦 2)は秩序問題の中核

に社会的ジレンマの回避問題があるとして，秩序問題へ

進化ゲーム理論的なアプローチ方策について考察してい

る．進化ゲーム理論は合理性を必ずしも必要としない動

学化されたゲーム理論で，プレイヤーの行動の変化やそ

の落ち着き先を予測することができる 3)．そのため，よ

り現実的な人間像を仮定した推論ができる．鈴木，高月，

酒井 4)は，環境問題の解決のための個人のライフスタイ

ル変更が不可欠であるという立場から，各個人が環境配

慮型の行動をいかにして採用できるかについて，個人の

購買行動の中で省包装野菜の選択を対象にゲーム理論の

手法を用いてモデル化している．その結果，環境配慮行

動は社会で取り組んでいる人の割合が非常に大きな要素

となっており，周りで取り組んでいる人がいるのをより

多く認識するといった社会に対する信頼を上げることに

よっても，取り組みを行う人が多くなるということが示

されている．佐藤，髙木 5)は，より効果的な CO2削減促

進策の立案に役立てることを目的とし，個人が自主的に

地球温暖化抑制行動をするか否かの意思決定プロセスに

ついて分析している．分析においては，進化ゲーム理論

の概念を用いて地球温暖化抑制行動モデルを構築し，長

期的な行動シミュレーションを行っている． 

本研究では，中山間地域の地域社会構造を捉えたCO2

排出抑制行動モデルを構築する．構築にあたり，鈴木，

高月，酒井の利得関数のように個人と地域社会の関係性

を考慮した利得要素を用いる．そのような利得要素を用

いることにより，個人が地域社会全体を相手としてCO2

排出抑制行動するかしないかの意思決定過程を分析でき

る．また，進化ゲーム理論に基づいた行動変容ダイナミ

クスを導出する．これにより，時間経過に伴うCO2排出

抑制行動の変容シミュレーションを行える．藤井は自発

的な行動変容を促す方法として「コミュニケーション」

を挙げている．そのため，鬼無里の地域社会の中で時間

経過に伴い住民がコミュニケーションをとることで，自

主的なCO2排出抑制行動の変容を分析できる．そして，

行動変容シミュレーションに基づき，地域にあった効果

的なCO2排出抑制行動促進策を検討する． 

 

 

 

3. CO2排出抑制行動モデルの構築 

 

鬼無里の地域社会構造を捉えた，各個人がCO2排出抑

制行動をするかしないかの意思決定過程を示すCO2排出

抑制行動モデルを構築する．  

 

(1) 鬼無里の地域社会構造 

CO2排出抑制行動モデルを構築にあたり，鬼無里の地

域社会構造からなるジレンマ状況について述べる．NPO

法人まめってぇ鬼無里が行った住民へのアンケート調査
6)より，鬼無里ではバスの利用者はとても少なく，移動

手段の多くを自家用車が占めている．CO2排出を抑制し，

中山間地域の化石燃料依存社会からの脱却を図るために，

環境に優しい移動手段として自家用車利用からバス利用

への転換の必要性はあるが，上記のように自家用車利用

が多くを占めているという社会的ジレンマ状況となって

いる．またバスの利用者は少ないがバスの運行本数の増

加等を要望する意見もあり，交通弱者の移動手段の確保

はなされていない． 

家庭のエネルギー消費による CO2排出も抑制が必要で

ある．だが，長野県の家庭における一人当たりの CO2排

出量において灯油が全国値に比べ 3倍以上多い 7)．鬼無

里においても風呂や台所給湯のほかにストーブや床暖と

いった冬季の暖房器具に灯油が多く使用されている．よ

って，CO2排出抑制が必要ではあるが，冬季の鬼無里に

おいて灯油は欠かせないものとなっている．鬼無里では

以上のようなジレンマ状況の地域社会構造となっている

といえる．このようなジレンマ状況において，自分と他

人の利益の合計を増やすことを重視するような社会的動

機の持ち主であるときや仲間意識が強いとき，周りが協

力しているときには協力行動がとられやすい．だが，社

会的動機や仲間意識がある場合でも，周りが誰も協力し

ていないときは協力行動をとりにくい 8)．このように周

りの行動は重要となるため，地域社会全体の CO2排出抑

制行動の協力率を上げることは，社会的ジレンマ状況と

なっている鬼無里の地域社会構造下で個人を CO2排出抑

制行動させるために必要である．そのため，鬼無里の地

域社会構造を捉え，また地域社会全体の協力率について

も考慮した CO2排出抑制行動モデルをゲーム理論の概念

を用いて定式化する． 

 

(2) 利得要素の検討 

個人がCO2排出抑制行動をするかしないかの意思決定

過程をモデル化するにあたり，意思決定主体である個人

の利得要素を検討する．個人は日々地域社会の中で何度

も他者と出会い他者の行動を参考にするため，他者や社

会との自身の関係性や道徳意識，他者から見られている

自身という意識が，自分自身の行動に関する意思決定に
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影響を与える要素と考えられる．そこで，鈴木らが各個

人が環境配慮型の行動をいかに採用できるかについてゲ

ーム理論の手法を用いたモデルの構築にあたり，環境配

慮行動に影響を与える要因として分類した以下の3要素

を基にCO2排出抑制行動モデルにおける利得要素に用い

る． 

①行動コスト
actP  

行動に伴うコストや困難さ 

②環境改善便益
envP  

行動による遺産価値(CO2排出抑制量)とその認識 

③社会的非難
sancP  

自分だけが行動しないときの罪悪感 

以上の利得要素を用い，次節にてCO2排出抑制行動モ

デルを定式化する． 

 

(3) CO2排出抑制行動モデルの定式化 

本研究では，鈴木らの利得関数を基に，以下の(3.1)，

(3.2)式をCO2排出抑制行動モデルとして定式化する． 

 

 

ここで，  yPc ：自身が CO2排出抑制行動をしたとき

の利得，  yPd ：自身が CO2排出抑制行動をしないと

きの利得，
 actP ：行動コスト， envP ：環境改善便益， 

sancP ：社会的非難， y ：各個人の協力率が 1(行動す

る)または 0(行動しない)ときの地域社会全体での協力率，

N ：総住民数である． 

周囲の他者が誰も協力していないときは協力行動をと

りにくい．そこで，地域社会全体での協力率 y を式に

用いることによって，周囲の他者や社会との関係性も考

慮した，個人の CO2排出抑制行動をした場合としない場

合の利得を算出することができる CO2排出抑制行動モデ

ルを定式化した．次節では CO2排出抑制行動モデルを用

い，鬼無里の地域社会全体を相手としたときに個人は

CO2排出抑制行動をするかしないかについて検討する． 

 

(4) 鬼無里の地域社会全体を相手とした個人のCO2排出

抑制行動状況 

前節で定式化した CO2排出抑制行動モデルを用い，鬼

無里の地域社会全体を相手とした個人の CO2排出抑制行

動をするかしないかについて検討した．検討にあたり，

3 人の個人がいる地域社会と仮定し，利得要素と協力率

を表-3.1，表-3.2のように仮定した．また仮定した場合

の地域社会全体を相手とした個人①(以下，個人)の CO2

排出抑制行動実施状況を表-3.3に示す． 

表‐3.3 より，個人が地域社会全体を相手としたとき

の CO2排出抑制行動をするときしないときの状況は，以

下の 2つの状況において均衡が実現し得ると考えられる． 

① 地域社会全体の協力率が高ければ個人も行動する． 

② 地域社会全体の協力率が低ければ個人も行動しない． 

この2つの状況について，①では，地域社会の多くの人

がCO2排出抑制行動をしており，個人も周りが行ってい

るなら自分もCO2排出抑制行動を行おうとする．そのた

め，個人にとっても地域社会全体にとっても，より良い

状況となり得る．しかし②では，地域社会の中でCO2排

出抑制行動をしている人は少ない．個人は周りが行って

いないなら自分もCO2排出抑制行動をしないため，個人

にとっても地域社会全体にとっても好ましくない状況と

なり得る．このような2つの状況がなり得る場合，家庭

からのCO2排出抑制が必要なものの，個人も地域社会も

CO2排出抑制行動をしない状況に均衡し得る②より，個

人も地域社会もCO2排出抑制行動をするようになる①に

移行することが望まれる． 

そこで，進化ゲーム理論を用いることによって，時間

経過とともに個人が他者とコミュニケーションを繰り返

すにつれ，上記のような2つの状況からどのようにCO2

排出抑制行動が変化していくのかをシミュレーションす

る．シミュレーションにあたり次項では，表-3.3のよう

な2つの均衡にある場合の行動変容ダイナミクスを導出

する． 

 

(5) 行動変容ダイナミクスの導出 

CO2排出抑制行動をするか変化していく状況を表わす

行動変容ダイナミクスでは，進化ゲーム理論の非対称模

倣ダイナミクスを用いる．非対称模倣ダイナミクスを用

いることによって，鬼無里の地域社会のなかで時間経過

とともに個人が他者とコミュニケーションをとり影響を

表-3.2 協力率の設定 

個人① 地域社会全体
行う 高い 1 1
行う 低い 1 0.333

行わない 高い 0 0.666
行わない 低い 0 0

個人①は行うが，他2人は行わない
個人①は行わないが，他2人は行う

3人とも行う行わない

協力率
個人①

地域社会全体
の協力率

実施状況

3人とも行う

 表-3.3 地域社会全体を相手とした個人のCO2排出抑制行動

実施状況  

協力率が高い 協力率が低い

行動する (3 ,3 ) (-0.3,-0.3)

行動しない (1.3,-1) (0 ,0 )
個人

地域社会全体

 

表-3.1 利得要素の仮定 

Δ Penv Δ Pact Δ Psanc

個人① 5 2 3
個人② 4 3 3
個人③ 3 4 4

利得要素

 

(3.1) 

(3.2) 

   

    yPPyP

PNyPyP

sancenvd

actenvc



 1
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受けるなかで，行動を変化させていく過程をシミュレー

ションできる．コミュニケーションをとることにより，

社会的動機の持ち主や協力行動をしている人と仲間意識

を共有することで，周りも協力行動をするようになると

考えられる．非対称模倣ダイナミクスでは，同じ立場の

プレイヤーが複数存在する集団での模倣による変化をみ

るものであるため，行動変容ダイナミクスでは，鬼無里

の地域社会のなかにある集団で，CO2排出抑制行動を行

っている人のシェアの変化をシミュレーションする．以

下に行動変容ダイナミクスの導出過程を示す． 

ここで，表‐3.4に示すような2つの集団間でコミュニ

ケーションをとるとする．また鬼無里の地域社会におい

て2つの均衡が起こり得るというCO2排出抑制行動実施

状況を踏まえ，各利得の値の大小は ,, 221111 aba   

212112,1222 ,, babab  である．表‐3.4のようなCO2

排出抑制行動の利得をもつ，ある立場iのプレイヤーの

集団を集団 iとする．集団i  (集団1と集団2) はそれぞれ

「行動する」と「行動しない」の２つの戦略がある．集

団1で「行動する」の戦略をとる人のシェアを x，集団2

で「行動する」の戦略をとる人のシェアを y とする．

この各集団からランダムに選ばれたプレイヤーが随時コ

ミュニケーションをとっているとする．このとき，個人

が「他者の行動を模倣する」または，「現状の行動を続

ける」とき，集団 iにおける「CO2排出抑制行動をする」

人のシェアのダイナミクスは以下の(3.3)，(3.4)式のよう

に定式化できる． 

 

 

ここで， x :集団1における「CO2排出抑制行動をする」

人のシェア， y :集団2における「CO2排出抑制行動をす

る」人のシェア，
ir ：戦略の見直しをする確率． 

また，(3.3)(3.4)式より，図‐3.1のようなダイナミクス

のベクトル図が得られる． 

図‐3.1のように，鬼無里の地域社会において2つの均

衡が起こり得る状況のとき，地域社会全体の協力率が高

まり自身も行動するようになるという良好な状況により

収束するが，地域社会全体の協力率が低下し自身も行動

しないというような好ましくない状況にも収束していく

可能性がある．しかし，CO2排出抑制行動をするように

なるほうにのみ移行することが望まれるため，各個人が

他者とコミュニケーションをとり影響を受けて行動を変

容させていくなかで，より良好な状況に変容していくよ

うな促進策の検討が必要といえる．そのため次章では，

どのように行動変容するかシミュレーションを行い，よ

り良好な状況に変容していくための行動変容の促進策の

検討を行う． 

 

 

 

4. 行動変容シミュレーションに基づく行動変容

促進策の検討 

 

導出した行動変容ダイナミクスに基づき，行動変容シ

ミュレーションを行う．以下に行動変容シミュレーショ

ンにおける仮定を示す．また，表‐4.1に仮定した利得

要素を示す．この時の協力率は表-3.2とする．表‐4.1

の場合の集団1と集団2におけるCO2排出抑制行動実施状

況の利得表を表‐4.2に示す． 

仮定 1：行動変容シミュレーションにおけるプレイヤー

集団は，鬼無里内のとある集団 1，2 とし，そ

れぞれプレイヤー人数は 50人とする． 

仮定 2：この各集団からランダムに選ばれたプレイヤー

2人が随時コミュニケーションをとっていると

する．また，相手が同じ行動をとっていた場

表-4.1 利得要素の仮定 

Δ Penv Δ Pact Δ Psanc

集団1 7 4 8
集団2 5 2 6

利得要素

 

表-4.2 集団1と集団2のCO2排出抑制行動実施状況の利得表 

 

表-3.4 CO2排出抑制行動実施状況の利得表 

行動する 行動しない

行動する (a11,b11) (a12,b12)

行動しない (a21,b21) (a22,b22)
集団1

集団2

 

(3.3) 

(3.4) )13)(1(

)13)(1(

2

2

2

1





xxyyrdtdy

yyxxrdtdx

 

のとき，漸近安定点

のとき，不安定点

のとき，鞍点と

なる． 

図-3.1 ダイナミクスのベクトル図 

協力率が高い 協力率が低い

行動する (3 ,1 ) (-1.67,-0.33)

行動しない (-0.67,-0.67) (0 ,0 )
集団2

集団1
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合は行動変容しない． 

仮定3：各集団内のプレイヤーは同一の意識，利得をも

つものとする．  

表‐4.2のように，両集団ともにCO2排出抑制行動を

行う状況と，両集団ともにCO2排出抑制行動を行わない

状況の2つの均衡が起こり得る実施状況の場合において，

時間経過とともに他者とコミュニケーションをとり影響

を受けながら行動を変容させていく過程をシミュレーシ

ョンした結果，図‐4.1が得られた． 

図‐4.1 より，ランダムにプレイヤーとコミュニケー

ションを繰り返すにつれ，シェアが細かく変動しながら，

現況での CO2排出抑制行動をしている人のシェアによっ

て以下の 2点に収束することが得られた．現況で CO2排

出抑制行動をしている人のシェアが   253 未満の

場合は，コミュニケーションを繰り返すにつれ抑制行動

をしない方へ収束した．一方，CO2排出抑制行動をして

いる人のシェアが   253 より多い場合は，コミュ

ニケーションを繰り返すにつれ抑制行動をする人のシェ

アも増加していき，集団全体で抑制行動を行う方へ収束

するという結果となった． 

以上のように，一定以上CO2排出抑制行動する人のシ

ェアがある場合にはコミュニケーションを繰り返すにつ

れより良好な状況へ収束する．しかし，シェアが低い場

合にはコミュニケーションを繰り返すにつれ，CO2排出

抑制行動をしないという好ましくない状況に収束してし

まう．そのため現況のシェアが低い場合でも，コミュニ

ケーションを繰り返すことにより，個人にとっても鬼無

里の地域社会全体にとっても利得が高い良好な状況にの

み変容していくような促進策の検討が必要といえる．よ

って次節以降，自家用車利用からバス利用への転換と，

家庭における取り組みの2つのCO2排出抑制行動につい

て，促進策の検討を行う． 

 

(1) バス利用への行動変容促進策 

本節では，自家用車利用によるCO2排出抑制のため，

バス利用の促進策について検討する．3章の鬼無里の地

域社会構造でも述べた通り，自分と他人の利益の合計を

増やすことを重視するような社会的動機の持ち主である

とき，仲間意識が強いときや周りが協力しているときに

は協力行動がとられやすい．しかし社会的動機や仲間意

識がある場合でも，周りが誰も協力していないときは協

力行動をとりにくいように周りの行動は重要となる．そ

こで，周りの協力率を上げるためには，プレイヤー同士

でコミュニケーションをとることにより，協力行動をし

ている社会的動機の持ち主と仲間意識を共有することが

考えられる．  

バス利用への変容促進策として，バスに乗っている他

者とおしゃべりができ，バスに乗る楽しさと仲間意識を

共有できるという付加価値が考えられる．そこで，「バ

スを利用していない」個人 i が「バスを利用している」他

者 xとコミュニケーションをする場合，個人の利得は以下

のようになる． 

 

 

ここで， iu ：個人 i の現状の行動をとったときの利得，

xu ：他者 x の行動を模倣したときの個人 i の利得，

addv ：バスを利用する付加価値． 

鬼無里地域社会において，鬼無里診療所の利用者のうち，

デマンドバスと振興バスを利用している人の割合は 0.12

とかなり低い．また，デマンドバスと振興バスを利用し

ている人は，図‐4.2のように地区ごとで異なる．その

ため，バスの利用者の多い地区の住民と，利用者の少な

い地区の住民がコミュニケーションをとることによって，

両地区のバス利用が更に促進されるのではないかと考え

られる．また，コミュニケーションをとる相手によって

も，個人に与える影響は異なる．コミュニケーションを

とった他者が，環境配慮行動をより率先して行う社会的

動機の強い人物であった場合，個人に与える影響はより

大きいと考えられる．そこで，バス利用率の高い地区か

ら各地区へコミュニケーションをとることによって，時

間経過とともに鬼無里地域全体において利用率がどのよ

うに変化するかについてシミュレーションする．シミュ

レーションに条件を下記のように仮定する． 

仮定 1：5年を 1期とする．また，住民は月 2回ある全

地区の住民が集まる集会において，バス利用

についてのコミュニケーションを 1回とる．そ

のため 1期に住民 1人あたり 120回コミュニケ

ーションをとるとする． 

仮定 2：1期に 1つの地区では，１の地区としかコミュ

 

 

 

 

 

 

 

図-4.2 鬼無里診療所への地区別移動手段9) 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.1 行動変容シミュレーション結果 

(4.1) 

(4.2) 

   

actaddenvx

sancenvidi

PyvPu

yPPyPu





)(

(4.1) 

(4.2) 

   

  actaddenvx

sancenvidi

PNyvPu

yPPyPu





1)(
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ニケーションをとらない． 

仮定 3：行動変容シミュレーションの仮定，利得等は表

‐4.2と同じ条件とする． 

仮定4：現況のバス利用率が0.24以上の地区には，社会

的動機の強く影響力の強いバス利用者が1名いる

とする．その住民とコミュニケーションをとっ

た場合，「行動する」へシェアを変える確率が2

倍となるとする． 

時間経過とともに鬼無里地域全体における利用率の変

化についてのシミュレーション結果を図‐4.3に示す． 

コミュニケーションをとる相手による影響を考慮し，

バス利用促進策を行った場合の鬼無里地域全体のバス利

用率は図‐4.3のように4期目には0.37増加した． 

環境配慮行動をより率先して行う社会的動機の強いバ

ス利用者とコミュニケーションをとることで，バスに乗

る楽しさと環境配慮行動をおこなっているという仲間意

識を共有するということは，鬼無里地域において自主的

なバス利用を促進するために有効であるといえる． 

 

(2) 家庭における取り組み促進策 

本節では，家庭における家電等のエネルギー消費によ

るCO2排出抑制の取り組みでの促進策について検討する．

本研究で対象とする取り組みを表-4.3に示す． 

長野県内では身近にできる温暖化対策を市民に広げ

ていく活動として，「長野県減 CO2アクションキャンペ

ーン」や「信州エコポイント事業」といった活動を行っ

ている 11)12)．そこで，個人が「面白そうだから自分も抑

制行動をして活動に参加しよう」と思い，家庭でできる

取り組みを行うことが考えられる．「取り組んでいない」

個人iが「取り組んでいる」他者 xとコミュニケーショ

ンをする場合，個人の利得は以下のようになる． 

 

 

ここで， iu ：個人 i の現状の行動をとったときの利得，

xu ：他者 xの行動を模倣したときの個人iの利得． 

個人iが家庭でできる CO2排出抑制行動をしている他

者とコミュニケーションをとり，面白そうだから参加し

ようと思うことで面倒くささなどの行動コストが減少す

ると考えられる．そのため(4.4)式のように行動コストが

なくなり，環境改善便益と協力率のみが利得に反映され

る．  

家庭におけるエネルギー利用 13)をもとに算出した，鬼

無里における一人当たりの地区別 CO2排出量を図‐4.4

に示す．なお，一人当たりのエネルギー消費量と CO2換

算係数は長野県環境保全所が行った調査 14)を参考とした．

また，薪やペレット等の木材由来のエネルギーは CO2排

出量を 0として算出した．図‐4.4 より，地区ごとに一

人当たりの排出量に違いが見られた．これは薪やペレッ

ト等が地区ごとで利用量に差がみられることが要因とし

て考えられる．また，平均値は 3919kg-CO2/人となった．

家庭での CO2排出量の目標値は，地域や家庭環境等に違

いがあるため示されていない．本研究で扱う家庭ででき

る取り組みをすべて行うと，CO2は 134 kg-CO2・年/人削

減される 15)．そのため，地区別一人当たり CO2排出量の

平均値から，取り組みをすべて行ったときの CO2削減量

134 kg-CO2/人を引いた値を，鬼無里地域の人が排出抑制

の取り組みを行う状況に収束したときの一人当たり CO2

排出量とする．CO2排出量からみた家庭でできる取り組

みへの取り組み率は 0.9 ととても高くなった．しかし，

地区によって取組率は異なるため，バス利用への行動変

容促進と同じく家庭での取り組みについても，時間経過

とともに鬼無里地域全体において取り組み率がどのよう

に変化するかについてシミュレーションする．シミュレ

ーションに条件を下記のように仮定する． 

 

 

 

 

 

 

図-4.3 促進策実施によるバス利用率の変化 

表-4.3 家庭でできる取り組み10) 

CO2排出抑制行動

①暖房は20℃，冷房は28℃を目安に温度設定する

②人のいない部屋の照明はこまめに消す

③洗い物をする時は，給湯器の温度設定を出来るだけ低くするようにする

④シャワーはお湯を流しっぱなしにしない

⑤アイドリングは出来るだけしない

⑥電化製品を使わない時はコンセントからプラグを抜く

  

 

 

 

 

 

 

 

図-4.4 地区別一人あたりのCO2排出量 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.5 促進策実施による取り組み率の変化 

現況 4期目 

現況 4期目 

 

バス利用率 

凡例 

現況 4期目 

バス利用率 

凡例 

現況 4期目 

現況 4期目 

 

バス利用率 

凡例 

現況 4期目 

バス利用率 

凡例 

(4.3) 

(4.4) 

 

yPu

yPPu

envx

sancenvi




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仮定 1：5年を 1期とする．また，住民は月 2回ある全

地区の住民が集まる集会において，バス利用

についてのコミュニケーションを 1回とる．そ

のため 1期に住民 1人あたり 120回コミュニケ

ーションをとるとする． 

仮定 2：1期に 1つの地区では，１の地区としかコミュ

ニケーションをとらない． 

仮定 3：行動変容シミュレーションの仮定，利得等は表

‐4.2と同じ条件とする． 

以上の仮定ものと，時間経過とともに鬼無里地域全体

の取り組み率の変化について，シミュレーションした結

果を図‐4.5に示す． 

図‐4.5 より 4期には多くの地区で，すべての人が取

り組んでいる状況である 1に収束した．さらに鬼無里地

域全体でみると取り組み率は 0.90 から 0.98 へ増加し，

ほとんどの住民が排出抑制の取り組みを行っている状況

となった．バス利用における利用率の変化とは異なり，

コミュニケーションを繰り返すにつれ取り組み率はすべ

て増加した．以上より，鬼無里地域での現況のエネルギ

ー利用からみた家庭での取り組みの取り組み率の変化は，

コミュニケーションを繰り返すにつれ，行う状況へ変化

していくことが分かった． 

 

5. おわりに 

 

本研究では，CO2排出抑制行動モデルを用いて，個人

が鬼無里地域社会全体を相手としCO2排出抑制行動する

かしないかの意思決定過程を表現した．また行動変容ダ

イナミクスを用いて，コミュニケーションを繰り返すこ

とで行動変容していく状況を分析し，自主的なCO2排出

抑制行動をするための，中山間地域にあった効果的な

CO2排出抑制行動促進策の検討を行った．その結果，一

定以上，CO2排出抑制行動する人のシェアがある場合に

は，コミュニケーションを繰り返すにつれ良好な状況へ

収束するが，シェアが低い場合には排出抑制行動しない

という好ましくない状況に収束してしまった．そのため

自家用車利用からバス利用への転換と，家庭における取

り組みについてCO2排出抑制行動を行う状況へ促進する

ための促進策の検討を行った．自家用車利用からバス利

用へのバス利用促進策では，環境配慮行動をより率先し

て行う社会的動機の強いバス利用者とコミュニケーショ

ンをとることでバスに乗る楽しさと環境配慮行動をする

仲間意識を共有でき，自主的なバス利用の促進に有効で

あることがわかった．家庭における取り組みの促進策に

おいても，コミュニケーションを繰り返すにつれ取り組

み率の増加につながることを示した． 

各個人は同一の意識，利得をもつと仮定し，行動変容

シミュレーションを行っている．しかし，各個人は異な

る意識をもっている．鬼無里の現況を表す現実的なモデ

ルとするため，鬼無里住民へアンケート調査を行いモデ

ルを特定化することが課題である． 
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